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日本の英語教育政策に関する研究動向
――アプローチ・テーマ・検討材料
論文概要
本研究の目的は，日本の英語教育政策に関する国内外の研究をレビューし，それを
通して今後の展望を考察することである。英語教育政策として想定するものとし
ては，文部科学省（文部省）等の中央政府および地方公共団体を中心とする公共政
策のうち，外国語教育に関わるものである。ここでいう公共政策の主体には政党
や経済団体等も含まれる。上記のように，包括的な先行研究を検討の対象とするこ
とにより，日本における英語教育政策研究の全容を整理するとともに，今後の発展
可能性を探ることが本研究の狙いである。また，研究の方法としては，関係する文
献を網羅的に収集するとともに，テーマ・方法・検討材料の 3 つの観点からそれ
らを整理する。結果としては，教育政策研究が得意とする記述的政策過程研究が
手薄である一方で，政策内容に関する規範的研究が多いこと，両者を統合的に捉
えることで新たな検討対象の発掘や分野自体の発展が期待されることを指摘した。
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1.	 はじめに
『日本教育政策学会年報』などの教育政策専門誌には，英語教育政策を主なテー
マとして扱った研究論文がほとんど掲載されてこなかった。一方で，雑誌『英語
教育』（大修館書店）などの英語教育専門誌や，全国英語教育学会等の英語教育系
学会の機関誌（各支部学会等も含む）においては，「政策」はしばしば言及され主
要な研究対象の一つをなしている感がある。つまり，英語教育政策研究という領域
を分節化して捉える際，少なくとも「英語教育」「政策」または「英語」「教育政策」
という 2 つのパターンが考えられ，「英語教育」研究の中で扱われる「政策」と，「教
育政策」研究の中で扱われる「英語」とは様相を異にするもののようである。これ
に対し，教育政策過程研究をレビューした小川（2002）は，政策の領域毎に，利益
団体・機関等のアクター群，法制度，構造やしくみ等が異なることを指摘している。
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小川の指摘に鑑み，英語教育政策研究を英語教育の特殊性を踏まえた教育政策研究
の一つの領域としても発展させるべく，これまで積み上げられてきた研究を鳥瞰的
に整理することが必要である。以上を目指し，本研究はこれまでの日本の英語教育
政策に関する研究を，アプローチ，研究テーマ，検討材料の 3 点から総括することで，
英語教育政策研究が抱える課題と今後の展望について議論する。
上記の分節化をもとに，「英語教育政策」という概念を構成する「英語教育」と
「教育政策」を研究分野として見た場合，どのような隔たりがあるのだろうか。そ
の一つについて，極めて単純化して言うならば，両者は「教育」という概念を共有
しつつも全く異なる学問体系に位置づけられるものであり，それぞれの存在や営
為が相互にあまり認知されていない可能性が考えられる。例えば，研究分野を分
類する際の一つの目安として，2001 年の科学技術・学術審議会学術分科会答申に
おける科学研究費助成金の「系・部・分科・細目表」を参照してみよう。英語教育
が主として位置付けられる場所としては，「人文社会系＞人文学＞言語学＞外国語
教育」，もしくはその周辺が考えられる。一方で，教育政策は，主として「人文社
会系＞社会科学＞教育学＞教育学」や，その周辺に属する研究者によって担われて
きたと考えられる。つまり，少なくともここでは，人文社会系を二分する人文学
と社会科学という異なる学問体系に両者が位置づけられると言えることが分かる。
なお，英語教育が位置づけられうる他の分野として，同細目表には「人文社会系＞
社会科学＞教育学＞教科教育」が存在するが，その「教科教育」に設けられたキー
ワードのうちの一つが「人社系教科（国語、社会、地理・歴史、公民）」であり，
外国語を除いた形で示されていることは興味深い点である。
人文学と社会科学との断絶は，保城（2015）が「歴史研究」において既に指摘
しており，両者を統合する方法を提案している。保城によると，社会学者は，現
実を理論に無理矢理押し込んでしまったり，都合の悪い歴史解釈を切り捨てたり
する傾向があり，一方で人文学者は，自らの研究対象に埋没してしまい，広い見
地からそれらを捉えることの利点を軽視する傾向にあるという。英語教育政策に関
しても，このような傾向は少なからず見られるものと思われる。そしてそれに対す
る両者の理解不足が研究分野間のある種の断絶を招いているのではないだろうか。
こうした問題意識のもと，本研究は従来の英語教育政策研究がどのように行われ
てきたのかを概観する。
２．用語の定義
２．１　政策
英語教育政策研究を議論するうえで，その守備範囲をどのように設定するのかは
最も重要な事項の一つである。そもそも，英語教育分野での政策研究に関しては，
しばしば「政策」，「教育政策」，「英語教育政策」といった重要概念が未定義のま
まに議論されることが多い。また，定義が浸透していないことの弊害として，「政策」
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と「法令」などの異なる概念が混同されて使用されることもある。
「政策」の一般的な定義として，市川（1994）は，『日本教育政策学会年報』の
創刊号において「集団や個人が問題と認識する事柄に関して，特定の価値や目標を
達成するために，用意する活動の案・方針・計画」（p.8）と述べている。また，政
策ということばは多くの場合，公共政策を指すとともに，政策の内容が公共的で
あれば，策定主体が国家機関である必要はないとしている。さらに，政策に含ま
れるものとして，実質的政策や文書化された顕在的政策だけでなく，手続き的政
策や文書化されない「黙示的政策」，「不作為の政策」もあるという。「政策」のこ
うした定義は，従来の英語教育政策研究が扱ってきたものに比して広い概念であ
ると言えるだろう。
２．２　教育政策
教育政策は，しばしば上記「政策」の定義における「特定の価値や目的」を「教
育の～」に置き換えて定義される。たとえば，『教育小事典』（学陽書房，2011）では，
教育政策は「教育の目的を達成する方針・行為であり，国・地方公共団体の公的な
政策から民間諸機関・団体等の私的な政策まで，広く多様な分野・内容に及ぶ」（p.82）
と定義されている。また，「中央省庁再編に際して，文部科学省は政策形成能力を
強化され（政策課の設置など），教育行政機関であるとともに，教育政策の立案・
補足・拡充機関としての性格を強めている」（p.82）点が指摘されている。上記の
ように地方公共団体等の政策をも射程に入れている点が，英語教育政策研究にお
いても重要である。
２．３　英語教育政策
「英語教育政策」は，従来ほとんど定義されることのなかった概念である。主題
にその名を冠した大学英語教育学会監修の『英語教育政策：世界の言語教育政策
論をめぐって』（大修館書店，2011）においてさえ，「英語教育政策」とは何かに
ついて正面から議論した箇所が見当たらない。
定義を行なっている数少ない例として，江利川（2018）は，「外国語教育政策とは，
中央ないし地方の政府・行政組織が，その政府を支える社会勢力の利害を反映する
形で，外国語教育の目的，内容，程度，方法，教材および教員の要請・採用・研修
などを方向付けようとする一定の拘束力を伴った行為である」（p. iii）としている。
この定義は，上述の「政策」や「教育政策」と比べると，その射程がやや狭い点が
特徴的である。その理由として，第一に，「中央ないし地方の政府・行政組織」と
の限定が付されている。政党・経済団体・労働組合など公共的なもの一般を主体と
して想定した他の一般的定義よりやや狭いものの，同著では政党や経済団体の政策
についても論じられているため，この限定語句を弱めて議論しても差し支えないだ
ろう。第二に，「一定の拘束力を伴った行為」という限定が付されている。この点
についても，同著において拘束力がないと思われる政策も扱われていることから，
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より広い「活動の案・方針・計画」を含めて「英語教育政策」と定義することが
できると思われる。以上より，本稿では，英語教育政策の定義を「公共的な主体が，
英語教育に関する特定の目的，内容，程度，方法，教材および教員の養成・採用・
研修などを実現させるために意図する活動の案・方針・計画」とする。
３．研究者集団の特質
英語教育政策が主として位置付けられてきた英語（外国語）教育学の動向を，藤
垣（2003）の「ジャーナル共同体」論の概念に基づいて概観する。藤垣によると，
「ジャーナル共同体」とは，専門誌の編集・投稿・査読活動を活動の中核とするコミュ
ニティを指す概念であり，学会の機能と役割を考える際に有用である。
日本学術会議のデータベース「学会名鑑」で，「機関名（学会名）」の欄に「英語」，「英
学」，「外国語」，「言語」，「語学」のいずれかを含むものを検索したところ，43 件
が該当した（以下，英語・言語関連学術団体）。個人会員数の平均は 607.28，中央
値は 259，標準偏差は 655.53 であった。また，その中で最も会員数が多いのは，全
国語学教育学会の 2559 名，最も少ないのは，言語人文学会の 25 名であった。後
者は日本学術会議に正式な人数が登録されていない等，単純な比較には慎重を要す
るが，大きな散らばりがみられることは確かであろう（2018 年 3 月 4 日最終確認）。
次に，「学会名鑑」の「分野」欄をもとに上記の団体の学問的背景を分析する。「分
野欄」を「心理学・教育学」として検索すると，112 件が該当した。そのうち，先
述の英語・言語関連学術団体に属するものはわずか 2 件で，全国英語教育学会と
日本英語教育史学会のみであった。多くの英語・言語関連学術団体は主として「言
語・文学」の分野，つまり社会科学よりも人文学に属することを自認しているも
のと考えられる。
また，「学会名鑑」には「フリーワード」による検索機能も備えており，「機関名（学
会名）」以外の情報も加味し，当該文字列を含む学術団体を検索することができる。
「英語教育」を検索語に「フリーワード」検索を行なうと，12 件が該当した。同様
に他の主要 5 教科に関しても検索を行った。他教科に関する検索語と該当数は次
の通りであった。
－　国語教育：4 件 
－　社会科教育：5 件
－　数学教育：4 件
－　理科教育：1 件（「物理教育」等は存在する）
「英語教育」に該当する学会の数に比して，以上の 4 項目はいずれも半分以下で
あった。とはいえ，「英語教育」における英語・言語関連学術団体と同様に，それ
らの教科を支える学問分野を銘打った学会が背後にあるであろうことには留意が
必要である。
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以上を総括すると，英語教育政策研究がしばしば行われてきた英語教育（学）は
人文学の分野に位置付けられることが多いと同時に，他の教科に関する学会に比
べて研究者人口が多いことが想定される。
４．英語教育政策研究の類型化
４．１　アプローチ・テーマ
教育政策研究の分野において，荻原（2010）は，アプローチとして，「分析」と
「処方」とを区別し，研究の対象領域を「政策内容」と「政策過程」とに区別した
上で先行研究を分類している。また，「分析」とは，「説明モデル」，「記述的」，「実
証的」といったことばと置き換えられ，「処方」とは「規範モデル」，「処方的」，「規
範的」に置き換えられるという。同様に，「政策内容」とは，「到達すべき目標，公
表された行動指針・計画，実際に行われた施策や措置」（p.20）を，「政策過程」とは，
「ある特定の政策内容が決定・実施されるに至る間の関連アクターの行動とそれら
の相互作用過程」（p.20）を意味するという。高等教育政策研究における橋本（2014）
など，「政策内容」と「政策過程」とを潜在的なものも含めてより広く捉える向き
もあり，厳密な定義には紙幅を要するが，こうした区分は教育政策研究において
比較的浸透したものであると言える。
図 1 が，荻原（2010）の区分とそれぞれの分類の特徴を整理したものである。実
際には，この 4 区分のどれか一つにそれぞれの研究を峻別できるものではないが，
日本の国内外の教育政策研究にこうした特徴を認めることができるという。また，
理論と実証にもとづく説明モデルについては，教育政策研究においては学術論文と
して一定の具体的イメージは描けるが，規範モデルの方は必ずしもそうとは言え
ないと指摘している。つまり，規範の妥当性を客観的に判断するのは困難で，主
張のすれ違いに終始することが危惧されるという。結論先取の嫌いはあるが，英
語教育政策研究においては規範的研究が多いものの，荻原が論じているような「公
共性」等の概念に配慮しながら規範の妥当性について議論されることは稀である。
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図 1　教育政策研究の４区分とその特徴。荻原（2010）をもとに筆者作成。
上記の 4 区分に従って，英語教育政策研究における主要なものを分類したのが，
表１である。ここに挙げたものは，本研究が想定する英語教育政策研究に分類され
るものの母集団の比率を適切に反映しているとは必ずしも言えないが，本研究が収
集した範囲においては「規範モデルによる政策内容研究」が圧倒的に多く，バリエー
ションも豊かである一方，説明モデルによる政策過程研究は限られている。これは，
研究対象である英語（教育）に関する諸領域を背景に持つ人文学系の研究者の強
みとみることができる一方で，先述の保城（2015）のことばを借りるならば，人
文学者の，「自らの研究対象に埋没してしまい，広い見地からそれらを捉えること
のメリットを軽視する傾向」（p.4）が現れているともみることができるだろう。人
文学的研究の強みを維持しつつも，理論や「モデル」とも呼ばれる一種の法則性
を見出すことに関しては，より社会科学的な発想が重要になる点もあるだろう。
 政策内容 政策過程 
①説明モデルによる政策内容研究 
 
・ある政策内容上の特徴を―主に従属変
数として―政策過程との関連から明ら
かにする 
 
 
 
 
②説明モデルによる政策過程研究 
 
・政策過程の様々な段階（政策の形成・
決定・実施・効果・フィードバック等）
について分析・説明を行う 
 
③規範モデルによる政策内容研究 
 
・ある特定の理念・目標を評価基準とし
て現状に批判的分析を加え，それに代わ
る新たな政策提言を行う 
・未来予測にもとづいて想定される帰結
との関連で政策内容を問題とする 
 
 
 
④規範モデルによる政策過程研究 
 
・演繹的なモデルを用いて政策の過程や
手続きに検討を加え，その改善や別の新
たな手続き的仕組みを提案する 
 
規範モデルの研究は政策内容に集中する 
説明モデルの研究は政策過程に集中する 
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表１　英語教育政策研究のアプローチとテーマ
表１に示したように，英語教育政策研究においては，区分③に分類される研究
が多いため，さらに細分化することにより，全体の傾向を掴むことを目指したい。
そのためには，似通った研究テーマを類型化し，表 2 の 5 区分に大別することが
妥当であると判断した。その区分とは，「小学校英語」，「英語は英語で教える」，「大
学入試」，「教材」，「教員・ALT」，「その他」である。いずれも，学習指導要領等
において中央政府が示している政策である。特に，「小学校英語」は，1990 年代以
降，中央政府が導入・強化を進めているものであり，様々な角度から提言を導き
出そうとする研究がなされている。同様に，「大学入試」については，2010 年前後
あたりから中央政府における議論が再び活発化し，それに伴ってそうした中央政府
の政策を批判する研究が蓄積されている。また，このテーマと，「英語は英語で教
える」のテーマに関しては，議論の加熱に従って，政策過程にまで言及が及ぶ研
究も現れてきている。たとえば，中央教育審議会に設置された審議会等の議事録
に存在しない決定がなされている点などを指摘するものが複数見られる。一方で，
そうした研究も政策過程上の瑕疵を指摘するばかりで，荻原（2010）が指摘する
ような「演繹的なモデル」を用いてそのメカニズムを説明しようとしたり，モデル
の構築・修正に貢献しようとする論調はほとんど見られない。これも，保城（2015）
が危惧する人文学系研究の「埋没」のために研究の発展・展開が限定的であるこ
とを示しているものと言えるだろう。
区分 代表的な研究例 
①説明モデルによ
る政策内容研究 
青田（2018）：地方公共団体に着目し，政策過程を独立変数として
英語教育政策の地域差を解明 
②説明モデルによ
る政策過程研究 
青田（2015, 2017）：アクターとしての政治家のプロファイル分析 
Aota (2017): 「拒否権プレイヤー」を用いて政策過程を説明 
③規範モデルによ
る政策内容研究 
宮町（1999）：情報化社会に向けて英語教育政策がどうあるべきな
のかを，自身の経験から指摘 
河合（2004）：小学校英語を中心として，韓国の英語教育政策に関
する分析をもとにした日本の英語教育政策への示唆 
大谷ほか（2004）：世界の外国語教育政策を比較することにより，
日本の外国語教育政策のあるべき姿を示唆 
大津ほか（2013）：日本の英語教育政策における問題だと思われる
箇所を様々な角度から論述 
Seargent (2008): 日本の教育政策や教育実践における英語イデオロ
ギーを議論 
④規範モデルによ
る政策過程研究 
江利川（2009）：新自由主義的な政策過程を批判 
水野（2008）：財界の主導による政策過程を批判 
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英語教育系の英語教育政策研究においては，保城の提案する両研究分野の統合案
である「中範囲の理論構築」が，そのプレゼンスを高めるために有益であると思わ
れる。保城によれば，「中範囲の理論構築」のためには，分析する事例を同種のもの，
比較可能なものに絞る「イシューの限定」と，研究対象の期間およびフィールド
を限定し，その範囲内での実証分析とその後の理論化を目指す「時間・空間の限定」
とが必要であるという。例えば，これらの限定を課したうえで，あるテーマの時代
ごとの政策過程上の特徴を「演繹的なモデル」を通して比較し説明するような研究
が考えられる。また，「演繹的なモデル」を通して現象を説明する上ではこれまで
の英語教育史研究の知見が必要不可欠である。幸いにも，これまでの英語教育研
究では，その歴史に関する研究が少なからず蓄積されている。人文学的な歴史研
究の知見を援用しながら社会科学的な発想で「中範囲の理論構築」を目指すことが，
両研究分野の隔絶を見直し統合すること，および英語教育政策研究の発展に貢献
するものと思われる。
表２　主なテーマ
同様に，どのように規範を得ているかについて先行研究を検討し，表 3 の 4 分
類が導き出された。その区分とは，「過去の事例から」，「他国との比較から」，「他
の分野から」，「自身の経験から」の 4 つである。「過去の事例から」は 4 つのうち
でも多数派の部類に入るものであるが，規範モデルにおいてしばしば採られるこ
のアプローチは，歴史社会学よりも史学的な要素が色濃く出る傾向が認められる。
ここでは，学習指導要領を始めとした顕在的な政策を編年体で並べることにより，
新しい政策の問題点を指摘するというアプローチが典型的である。「他国との比較」
区分 代表的な研究例 
小学校英語 
 
Butler (2007): 多様化の進む日本の教育現場において，政府が推し進
めている小学校英語教育の必修化が何をもたらすかを議論 
英
教える
語は英語で 
 
小池（2013）：学習言語を指導言語としない指導方法をガラパゴス
的だとして政府の採用した政策を擁護 
大学入試 
 
阿部（2017），南風原（2018）：大学入試改革における英語の資格試
験導入をめぐる政府の英語教育政策を批判的に議論 
教材 
（教科書等） 
江利川（2008）：検定教科書に用いられている挿絵について議論 
馬本（2000）：学習指導要領における必修語を分析 
教員・ALT Gorsuch (2000): 日本の英語教育政策が推し進めているコミュニケ
ーション活動が教師に与えている影響を分析 
その他 
（学校館連携等） 
Nekoda (2001): 小―中や中―高の学校種間連携をどのようにするべ
きかを他国の政策をもとに議論 
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については，「過去の事例から」と同等かそれ以上に多く採用されているアプロー
チであるが，複数のパターンが見られる。例えば，政策内容に関する研究として容
易に想起できる，「模範となる国」の制度設計を日本に適用すべきだというアプロー
チのみならず，他国の教材や授業風景から日本の政策への提言を見出そうとするも
の等が含まれる。一方で，比較対象となる国として多いのは英語をとりまく環境が
日本と似通っている国々である。それらは，明示的でない場合も含めてESL（English 
as a second language），EFL（English as a foreign language）という区分に基づ
いて選択されていることが想起される。教育政策研究における主な比較対象が欧
米であることを踏まえると，このような区分に基づく選択は英語教育政策研究に
特徴的なアプローチであると言える。
　
表３　主な規範的アプローチ
　　　
また，「他国との比較」においてしばしば現れる概念として，「言語政策」がある。
ここではその概念自体を掘り下げることはしないが，それは公用語や教育用言語の
決定などを主な論点とするものである。本研究との関係性で言うと，英語に限ら
ない言語を扱う点や，教育に限らないより広範な施策について議論される点で「英
語教育政策」とは異なるものである。先述の「学会名鑑」によれば，日本言語政
策学会の研究領域は「言語・文学，社会学，地域研究」とされており，人文学と
社会科学とを股にかける領域の一つでもある。言語政策研究において，英語教育
政策はその構成要素の一つに思われるが，言語政策学会の機関誌においては，英
語教育を主なテーマとする研究論文は稀である。
４．２　主な検討材料
次に，上記の事柄を述べるために用いられている検討材料について見てみよう。
英語教育政策研究における検討材料としては，表２で挙げたどのテーマを扱うに
区分 代表的な研究例 
過去の事例から 江利川（2018）など：外国語教育政策を通時的に整理することで，
主として現代や未来の中央の政策に示唆を与える 
他国との比較から 永田（2000）など：英語に関する資格試験の一つである TOEFL の
得点を国際比較することにより，日本の英語教育政策に提言を行
なう 
他の分野から 斎藤（2016）など：英文学を研究対象とする者の立場から，日本の
英語教育政策に対する要求を突きつける 
自身の経験から 寺島（2009）など：中央政府の新しい政策について，自身の経験等
に照らし合わせて実行することが如何に困難であるかを議論 
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しても，多くの場合に中心に位置するのは学習指導要領である。学習指導要領そ
のものを真っ向から分析対象としないまでも，英語教育研究における多くの研究
がこれに言及する。その意味でそれらは部分的に英語教育政策研究を構成するも
のであると考えられる。学習指導要領は日本の教科教育における多くの部分を規
定する政策であるため，政策そのものを分析対象としない研究に言及されるのも
ある種の必然である。
一方で，学習指導要領を始めとする中央の政策に過度の注目が集まることで，英
語教育政策の中央集権的な側面を必要以上に高く評価してしまう可能性もある。そ
の一証左として，英語教育政策を次のように捉える向きも一定程度存在する。『日
本人に相応しい英語教育 : 文科行政に振り回されず生徒に責任を持とう』（成田，
2013）と題する研究の副題のように文科行政と生徒とを直線的に捉える見方であ
る。もちろん，規範モデルに基づく研究として文科行政に提言を示すという点に
おいては重要な研究であるし，こうした研究の存在価値は否定されるべきもので
はない。一方で，研究分野の発展を考えた際，「文部科学省―生徒」のような単純
化した見方は多くのものを見落としていることを忘れてはならない。
図 2 は，左側が英語教育政策研究でしばしば見られる英語教育政策の見方を，右
側が他の教育政策分野を踏まえて検討すべき諸要因を含めた見方を表している。地
方公共団体の施策に目を向けることで，教育振興基本計画，教員研修，高校入試な
ど，英語教育分野が他の教育政策分野に比べて領域独自の特殊性を持つであろう
検討材料が想起される。そうした検討材料は，教育政策研究における記述モデルを
構成するものとしても重要であり，教育政策研究の分野に比して，英語教育政策
研究がこれまであまり扱ってこなかったものである。また，行政機関以外の公共
的な主体による英語教育政策も検討材料として列挙することができる。たとえば，
経済団体の英語教育政策については先行研究も複数見られるが，教職員組合等の
教員組織による英語教育政策等も重要な研究対象として考えられる。
その他，これまで英語教育政策の検討材料として用いられてきた主なものとして
は，以下のようなものがある。例えば，検定教科書，教育振興基本計画，各種諮
問機関等の発表資料などである。これらに含まれるもの中では，臨時教育審議会
による 1986 年の第二次答申や，文部科学省による 2003 年の「『英語が使える日本
人』育成のための行動計画」が特に頻繁に検討材料として取り上げられる。この 2
つの政策の特徴としては，早期英語教育を始めとして英語教育のあり方に大きく
関わる内容が含まれており，内容に関する賛否が様々なアプローチから論じられ
ている。規範の妥当性をどう評価するかはともかく，様々なアプローチからその
内容についての論点が網羅的にあぶり出されていることは，英語教育政策研究の
発展において大きな意味を持っていると言える。一方で，さらなる発展を考える際，
こうした明文化された政策の「過程」をより中長期的に捉えて理論化していくと
いうこともまた重要な作業の一つである。
29日本の英語教育政策に関する研究動向
――アプローチ・テーマ・検討材料
さらに付け加えれば，ここで挙げた検討材料は主に中央政府によるものである
が，教育振興基本計画は，2006 年に史上初めて改定された教育基本法第十七条に
おいて規定されているものであり，地方公共団体にも策定が求められているもの
である。その意味で，英語教育政策研究の対象を自治体にまで広げる際の緒の一
つであると見ることができる。
図 2　英語教育政策研究における通説的な見方と本研究が提案する見方
５．まとめと今後の展望
最後に，これまでの議論をまとめるとともに，英語教育政策研究の今後の展望
について述べる。本研究ではまず，英語教育政策を研究するための立脚点として
の用語の定義から英語教育政策研究において検討が不十分である箇所を考察した。
その結果，今後の英語教育政策研究に必要な視点として，政策の策定主体を広く捉
えて公共政策という見方を醸成する必要性があること等を指摘した。次に，英語教
育政策研究がどのような研究者（集団）によって担われているのかを，入手可能な
資料をもとに分析し，人文学系の研究者（集団）が多い可能性を指摘した。これは，
以降の分析とも一定程度の整合性が取れたものであった。最後に，これまでに行な
われてきた英語教育政策研究のうち主要なものを類型化した。類型化には教育政
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策研究分野において提唱されている枠組みを用いた。それを通して，従来の英語
教育政策研究においては，「規範モデルによる政策内容分析」が主流であり，それ
が研究分野の発展に寄与してきた一方で，さらなる発展のためには，先の分類で
言うところの記述的な分析による理論構築が一つの可能性であることを指摘した。
その意味でも，これまでの研究が積み上げてきた政策内容に関する豊富な研究は，
設定すべき時期やテーマの設定等に貢献するものであると言える。さらに，英語
教育政策研究において，研究テーマの類型をいくつかの視座から細分化できるこ
とを示し，社会科学的な教育政策の枠組みから発展して，個別の分野の特殊性を
踏まえることは教育政策研究と英語教育政策研究の双方の発展可能性を秘めてい
るという示唆を得た。
先行研究の整理・分類から導き出される今後の展望に焦点をあて，上記を少し掘
り下げて述べる。まず，定義に立ち返るならば，中央政府以外の公共的なものを
議論の俎上に載せること，潜在的政策や不作為の政策に着目することに今後の展
望がある。この点においては，従来は経済界の政策が議論されることはあったが，
地方公共団体や教員組織の英語教育政策など，まだまだ多くの論点や検討材料が
残されている。次に，教育政策研究の分類に立ち返るならば，記述モデルによる政
策過程分析を積み上げることが重要である。この点に関しては，中央政府レベルの
英語教育政策研究にも多くの空白が残されている。審議会等における意思決定の
過程を明らかにするためには，議事録等の情報公開請求を根気強く行なうことや，
引退後の関係者に聞き取り調査を行なうことが考えられる。あわせて，他の政策分
野において培われてきた理論モデルをいかに適用・修正するかという視点が英語教
育政策研究には未だ不足しているところであり，その視点として特定の政策の内
容のみに固執するのではなく「中範囲の理論構築」を指向することも重要である。
英語教育政策研究をメタに捉えるために本研究が採用した「人文学」と「社会科
学」というある種の二項対立は，筆者が論じるには身に余る大風呂敷であったと同
時に，やや単純化しすぎた嫌いがあることも事実である。この二項対立それ自体は
生産的なものではないが，ここから得られた示唆について，やや強引にではあるが
考えてみたい。まずは，英語教育政策研究の発展のためには個々の研究がいかに「埋
没的」であったかについて自覚的になることが重要である。その反面，社会科学的
なアプローチにしばしば欠ける事象の「固有性」をあえて埋没的に追究することは，
間接的に理論研究への貢献を積み重ねているとも言えるだろう。
最後に，これまでに蓄積されてきた先行研究に最大限の敬意を表したい。
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